
2025 年度 日本都市学会総会報告 
 

2025 年度日本都市学会総会は、2025 年 11 月 8 日 （土）17 ：30 から 18 ：00 まで、佐賀

大学本庄キャンパスにて開催されました。総会参加者数は 39 名でした。 

石川雄一九州都市学会会長を議長に選任して、以下の議案 1～5 が審議され、いずれも原

案通り可決されました。ひき続き 3 件の報告があり、いずれも了承されました。 

 

 

議案 1 2024 年度事業報告 

議案 2 2024 年度決算 

議案 3 2025 年度事業計画（補足説明あり） 

議案 4 2025 年度予算 

議案 5 理事の承認 

 

報告 1 2025 年度日本都市学会賞等について 

報告 2 日本都市学会第 73 回大会について 

報告 3 日本都市学会会員数の状況 

 

 

議案 1 2024 年度事業報告 

（1）日本都市学会第 71 回大会の開催 

開催日時 2024 年 10 月 25 日（金）～27 日（日） 

開催学会 日本都市学会・東北都市学会 

開催都市 宮城県石巻市 

開催テーマ「災害と文明―Reborn と希望―」 

 

（2）日本都市学会年報の発行 

VOL.57「データにもとづいた都市政策の形成：誰のウェルビーイングを目指すのか」 

（2024 年 5 月発行） 

 

（3）論文審査委員会 

研究発表会終了後、論文審査作業の開始 

 

（4）日本都市学会賞の選定 

2024 年 3 月 15 日 外国語著作賞推薦等締め切り 

2024 年 4 月末日 奥井賞・特別賞（学術共同賞）・特別賞（まちづくり賞）締切 



2024 年 9 月 選考委員会開催、第 2 回理事会において決定 

2024 年 10 月 26 日（土） 大会において授賞式 

 

（5）日本都市学会総会の開催 

2024 年 10 月 26 日（土） 

 

（6）理事会の開催 

第 1 回理事会（2024 年 6 月 30 日） 

2023 年度事業報告・決算案、2023 年度事業計画・予算案、第 71 ・72 回大会予定、各事

務局からの報告他 

第 2 回理事会（2024 年 9 月 29 日） 

2024 年度学会賞・論文賞等の決定、第 71 回大会予定、各事務局からの報告、会長候補者

推薦他 

第 3 回理事会（2024 年 10 月 25 日） 

総会提出議案の決定、第 71 回大会直前確認事項、第 72 回大会予定、各事務局からの報

告他 

第 4 回理事会（2025 年 3 月 30 日） 

2024 年度事業報告・決算見込み、2025 年度事業計画・予算案等、第 71 回大会報告、第

72 回大会予定、各事務局からの報告他 

 

（7）日本都市学会ニュースの発行とホームページのメンテナンス 

日本都市学会ニュース No.58  2024 年 7 月 

日本都市学会ニュース No.59  2025 年 3 月 

 

 

  



議案 2 2024 年度決算 

 

 

 

 

  



議案 3 2025 年度事業計画 

 

（1）日本都市学会第 72 回大会の開催 

開催日時 2025 年 11 月 7 日（金）～9 日（日） 

開催学会 日本都市学会・九州都市学会 

開催都市 佐賀市 

開催テーマ「スポーツとまちづくり」 

 

（2）日本都市学会年報の発行 

VOL.58「災害と文明―Reboron と希望―」 

(2025 年 5 月発行) 

 

（3）論文審査委員会 

研究発表会終了後、論文審査作業の開始 

 

（4）日本都市学会賞の選定 

2024 年 12 月 外国語著作賞推薦等締め切り 

2025 年 4 月末日 奥井賞・特別賞（学術共同賞）・特別賞（まちづくり賞）締切 

2025 年 9 月 選考委員会開催、第 2 回理事会において決定 

2025 年 11 月 8 日（土） 大会において授賞式 

 

（5）日本都市学会総会の開催 

2025 年 11 月 8 日（土） 

 

（6）理事会の開催 

第 1 回理事会（2025 年 7 月） 

2024 年度事業報告・決算案、2025 年度事業計画・予算案、第 72 ・73 回大会予定、各事

務局からの報告他 

第 2 回理事会（2025 年 9 月） 

2025 年度学会賞・論文賞等の決定、第 72 回大会予定、各事務局からの報告、会長候補者

推薦他 

第 3 回理事会（2025 年 11 月） 

総会提出議案の決定、第 72 回大会直前確認事項、第 73 回大会予定、各事務局からの報

告他 

第 4 回理事会（2026 年 3 月） 

2025 年度事業報告・決算見込み、2025 年度事業計画・予算案等、第 72 回大会報告、第



73 回大会予定、各事務局からの報告他 

 

（7）日本都市学会ニュースの発行とホームページのメンテナンス 

日本都市学会ニュース No.60 2025 年 7 月 

日本都市学会ニュース No.61 2025 年 12 月 

 

(8)日本都市学会年報の電子公開の検討  【別紙参照】 

 

議案 4 2025 年度予算 

議案 5 理事の承認 

（2025 年度・2026 年度） 

（1）支部会長理事: 松村茂（東北）、土居洋平 （関東）、磯部友彦（中部）、久隆浩（近畿）、

豊田哲也（中四国）、石川雄一（九州） 

 



（2）支部選出理事: 増田聡（東北）、平井太郎 （関東）、小山弘美 （関東）、井澤知旦（中部）、

田中晃代（近畿）、根田克彦（近畿）、北川博史（中四国）、山下宗利（九州） 

 

（3）会務担当理事: 野村理恵（北海道）、松本行真（東北）、西野淑美 （関東）、児玉浩嗣 （中

部）、阿部亮吾（中部）、佐野光彦（近畿）、川瀬正樹（中四国）、車相龍（九州） 

 

※下線部の理事が今回の承認対象。波下線部は理事の選出区分の変更。 

変更になった理事の任期は前任者の残任期間。 

 

 

報告 1 2025 年度日本都市学会賞等について  

 選考委員会の報告に基づき、2025 年 9 月 28 日の第 2 回理事会において、次のように決定

した。 

 

（1）日本都市学会賞(奥井記念賞) 

伊藤嘉高 (いとうひろたか)著  『移動する地域社会学―自治・共生・アクターネットワーク

理論』（知泉書館、2024 年 3 月 10 日発行） 

 

（2）日本都市学会論文賞 

 該当なし 

 

 

報告 2 日本都市学会第 73 回大会について 

 開催都市 徳島市 

 期日   2026 年 10 月 23 日～25 日 

 会場   徳島大学常三島キャンパス 

 



報告 3 日本都市学会会員数の状況 

 

 

議案および報告に関連して、会員よりつぎの以下 3 点の意見があり、議論がありました。 

①学会員の増加策、とくに若手会員の増加策ついて 

②日本都市学会論文賞が「該当なし」となった件で年齢制限等の基準変更について 

③年報の電子公開にともなう紙媒体の廃止によって、高齢会員の一部が退会する可能性

と、それによる持続可能な学会運営への影響について 

以上 

 

 

 

 

  

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
北海道 9 7 9 7 7 7 7
東北 65 58 58 48 47 50 52
関東 141 137 132 132 142 140 139
中部 90 87 86 79 81 80 77
近畿 149 139 123 120 111 105 96
中四国 43 47 47 48 47 45 44
九州 67 63 65 62 57 57 54
本部 1 1 1 0 0 0 0
合計 565 539 521 496 492 484 469



【別紙】2025 年度日本都市学会総会 事業計画 年報関連補足資料 2025／11／7 

関東都市学会 

 

学会ニュース 60 号にも記載された通り、理事会では現在、『日本都市学会年報』掲載論文

を J-STAGE で公開していくことを検討してきた。以下、要点を捕捉する。 

 

1．著作権規程関係 

（1）電子出版に関わる現在の権利関係について 

現行（2004 年 10 月 1 日施行）の「日本都市学会査読付き論文投稿要領」の「９．著作権

（２）」では、「日本都市学会は、論文の編集出版権および複写に関する権利を持つものとす

る」とされている。また、2015 年 1 月 1 日に施行された改正著作権法において、編集出版

権の中に電子出版の権利が含まれることとなった。 

以上のことから、2015 年に刊行された年報 48 号以降の査読付き論文については、電子

出版の権利を学会が持っている。 

 

（2）規程改定の検討について 

 今後の年報の査読付き論文の公開、過去の年報の査読付き論文以外の公開等に向けて、そ

の実施の可否も含め、理事会で検討のうえ、公開予定範囲に合わせた規程の改定を行い、来

年度の総会に提案したい。 

 これに関連して、以下の点について、会員より意見を募りたい（この旨、今後、ホームペ

ージやニュースレターでも告知する） 

1）査読付き論文以外の公開について 

（過去の論文・現在の無査読論文・シンポジウム記録等のうち、何を電子公開するか） 

2）最新号の記事の公開タイミングについて 

（即時公開するか、1 年後公開とするか） 

3）紙媒体雑誌の必要性について 

（最終的に、電子ジャーナル化を目指すべきか） 

 意見送付先：日本都市学会年報事務局メール journal@toshigaku.org 

 

2．年報バックナンバーの J-STAGE 登載について 

・1 でも述べたように、2014 年刊行の 48 号以降は、現行の「日本都市学会査読付き論文投

稿要領」でオンライン公開が可能である。よって 2025 年度は、48～57 号の査読付論文の

み J-STAGE 登載を提案する。 

・アップロード作業+版下 PDF 化を業者委託する費用として、60～70 万円を予定している。 

以上 

 


